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本概要の位置付け

本概要（案）は、原子力規制委員会設置法（平成24年法律第47号）第24条に基づき、第198回通常国会会
期中に報告する予定の「平成30年度原子力規制委員会年次報告」(案)の概要を取りまとめたものである。

◎原子力規制委員会設置法（平成24年法律第47号）（抄）

（国会に対する報告）
第24条 原子力規制委員会は、毎年、内閣総理大臣を経由して国会に対し所掌事務の処理状況を報告する
とともに、その概要を公表しなければならない。
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第１章 原子力規制行政に対する信頼の確保

原子力規制行政の独立性・中立性・透明性の確保（３P～）

透明性の一層の向上をはかるため、原子力規制庁職員と被規制者との会議、面談等の内容の公開につ
いて、より詳細な内容を公開すべく方法を検討し、平成31年4月から試行することとした。

審査の透明性向上にも取り組み、公開の審査会合をこれまで以上に活用し、事務局におけるヒアリング
は限定的に用いることとした。

委員が原子力施設を訪問した際に、地元関係者と意見交換を行う取組を実施するとともに、安全性向上
に係る取組や改善事項等を主な論点として、事業者との意見交換を行った。

その他、技術情報検討会の原則公開（平成30年6月から）や、事故・トラブル事象に関する事業者との議
論を行うための公開会合の随時開催にも取り組んだ。

組織体制及び運営の継続的改善（８P～）

平成28年度に受け入れた国際原子力機関（IAEA）の総合規制評価サービス（IRRS）ミッションによる勧
告等に対応し、マネジメント関連文書の体系的な整理を進めるなど、原子力規制委員会のマネジメントシ
ステムの継続的改善を進めている。

その他、IRRSミッションにおいて明らかになった課題への対応を進めるとともに、令和元年夏以降の
IRRSフォローアップミッションの受入れに向けた準備を継続した。

国際社会との連携（10P～）

引き続き、国際的な原子力安全の向上のための情報収集や意見交換を行うなど、ＩＡＥＡやOECD/NEA
等の国際機関や諸外国の原子力規制機関との連携を図った。
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第１章 原子力規制行政に対する信頼の確保

更田委員長による福島第一原子力発電所視察（10月）

5

鹿児島県での地元関係者等との意見交換（10月）

技術情報検討会の公開（6月20日）NRC（米国原子力規制委員会）の規制情報会議（RIC）（3月・米国）



第2章原子力施設等に係る規制の厳正かつ適切な実施(1)
原子炉等規制法に係る規制制度の継続的改善（20P～）

「原子力利用における安全対策の強化のための核原料物質、核燃料物質及び原子炉の規制に関する法律
等の一部を改正する法律案」が、第193回通常国会で可決され、平成29年4月14日に公布された。

同法の成立に伴う新たな検査制度の2020年度の施行に向け、

試運用に必要な文書類を平成30年9月に公開し、平成30年10月

に試運用を開始した。

また、事業者に義務付けられた廃止措置実施方針の公表（平成

30年10月施行）の状況に関する情報を原子力規制委員会のホ

ームページでも確認できるようにした。

第一種廃棄物埋設事業及び第二種廃棄物埋設事業のうち中深

度処分に係る事業について、指定廃棄物埋設区域における土地

の掘削の許可等に関する規則の制定等を行った。

原子炉等規制法に係る規制の厳正かつ適切な実施（23P～）

平成30年度は下記のとおりに、原子力施設等に関する審査・検査を順次進めているところ。

①発電用原子炉：東海第二発電所に対して設置変更許可、工事計画認可及び運転期間延長認可

大飯3,4号炉及び玄海3,4号炉の計4基に対し、新規制基準に基づく使用前検査

合格証及び施設定期検査終了証を交付

②廃棄物管理施設：計1件の事業変更許可

③試験研究炉 ：日本原子力研究開発機構のJRR-3及び共通施設としての放射性廃棄物の廃棄施設の設置変更許可

④廃止措置計画：日本原子力研究開発機構の再処理施設に認可

⑤法令報告事象：実用発電用原子炉において4件、核燃料施設等において1件の合計5件

（特定原子力施設の法令報告事象については、第３章にて記載） 6

新検査制度の試運用の確認
（伊方発電所、平成３１年１月３１日、２月１日実施）
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第2章原子力施設等に係る規制の厳正かつ適切な実施(1)

設置変
更許可

工事計
画認可

保安規
定認可

設置変
更許可

工事計画 認可
保安
規定
認可

設置変
更許可
又は事
業変更
許可

設計及
び工事
の方法
の認可

保安規
定

認可

再処理施設 審査中 審査中 審査中

MOX燃料加工施設 審査中 審査中 未申請

敦賀発電所 ２号 PWR 審査中 未申請 審査中 ウラン濃縮施設 了 審査中 審査中

廃棄物管理施設 審査中 審査中 審査中

１号 特重 審査中 廃棄物埋設施設 審査中 未申請

１号 PWR 審査中 審査中 審査中 ６号 特重 審査中

２号 PWR 審査中 審査中 審査中 ７号 特重 審査中

３号 PWR 審査中 審査中 審査中 美浜発電所 ３号 特重 審査中

東通原子力発電所 BWR 審査中 審査中 審査中 ３号 特重 審査中

２号 BWR 審査中 審査中 審査中 ４号 特重 審査中 廃棄物管理施設 了 審査中 審査中

３号 BWR 未申請 未申請 未申請 １号 特重 了 審査中

建設中 未申請 未申請 未申請 ２号 特重 了 審査中

１号 BWR 未申請 未申請 未申請 ３号 特重 了 審査中

２号 BWR 未申請 未申請 未申請 ４号 特重 了 審査中

３号 BWR 未申請 未申請 未申請

４号 BWR 未申請 未申請 未申請

１号 BWR 未申請 未申請 未申請

２号 BWR 未申請 未申請 未申請

３号 BWR 未申請 未申請 未申請

４号 BWR 未申請 未申請 未申請 ３号 特重 審査中

５号 BWR 未申請 未申請 未申請 ４号 特重 審査中

６号 BWR 了 審査中 審査中 １号 特重 了 了 検査中

７号 BWR 了 審査中 審査中

３号 BWR 審査中 未申請 未申請

４号 BWR 審査中 審査中 審査中

５号 BWR 未申請 未申請 未申請

１号 BWR 未申請 未申請 未申請

２号 BWR 審査中 審査中 審査中

美浜発電所 ３号 PWR 了 了 審査中 検査中 :平成30年度に変更のあったもの

３号 PWR 了 了 了 了 （注）

４号 PWR 了 了 了 了

１号 PWR 了 了 未申請 検査中

２号 PWR 了 了 未申請 検査中 ※1)

３号 PWR 了 了 了 了

４号 PWR 了 了 了 了

２号 BWR 審査中 審査中 審査中

３号 建設中 審査中 未申請 未申請 ※2)

※3)

３号 PWR 了 了 了 了

４号 PWR 了 了 了 了

１号 PWR 了 了 了 了

２号 PWR 了 了 了 了

・廃止措置計画の認可済、事業者が廃止とする旨を公表済の施設は除く。
・今年度、東北電力(株)女川原子力発電所1号炉及び九州電力（株）玄海原
子力発電所2号炉について、事業者から廃止の旨の公表があった。

･「施設のリスクを大幅に増加させる活動又は施設のリスクを低減させる活
動」以外の活動については、５年に限り実施を妨げない。（原子力規制庁　平
成２５年１１月６日核燃料施設等における新規制基準の適用の考え方参照）

運転関係の保安規定を除き認可（運転関係の部分については後日申請予
定）

 「核燃料施設等における新規制基準適用の考え方」　（平成28年12月21日
改正部分)により、耐震Sクラス施設を有しない試験炉として、耐震Bクラス施
設に係る全ての要件及び耐震Cクラス施設の耐震以外に係る要件への適合
性を確認し、認可、検査合格したので運転することを妨げない経過措置を適
用（設置変更許可を受けてから２年を経過するまでを上限）。 
  

九州電力
(株) 川内原子力

発電所

島根原子力
発電所

高浜発電所

関西電力
（株)

四国電力
(株)

伊方発電所

玄海原子力
発電所

〇発電用原子炉 〇発電用原子炉【特定重大事故等対処施設 】 〇核燃料施設等

中

申請者 施設
使用前
検査等

日本原燃(株)

使用前
検査等

大飯発電所

対象発電炉

東通原子力発電所

申請者 対象発電炉

日本原子
力発電
(株)

特重 審査中

２号

東北電力
(株)

試験研究用等原子炉
施設（近畿大学原子炉）

京都大学

近畿大学

ウラン燃料加工施設
（東海事業所）

試験研究用等原子炉
施設（ＫＵＲ）

未申請

試験研究用等原子炉
施設（STACY）

了 審査中
一部了
※２

検査中

了了了了

了 了 了 了

了 了 了 了

了 審査中 了

了 了
四国電力
(株)

伊方発電所 ３号 PWR 了 了

玄海原子力
発電所九州電力

(株) 川内原子力
発電所

1回目：了
2回目：審査中
3回目：審査中
4回目：審査中

了特重３号

北海道電
力(株)

泊発電所

リサイクル燃料
貯蔵(株)

使用済燃料貯蔵施設 審査中 審査中

女川原子力
発電所

了 審査中 審査中
試験研究用等原子炉
施設（ＪＲＲ－３）

審査中特重

使用前
検査等

新規制基準適合性審査新規制基準適合性審査 新規制基準適合性審査※１

了
一部了
※３

了

大飯発電所

高浜発電所

日本原子力発
電（株）

第二種廃棄物埋設施設
（トレンチ処分）

審査中

島根原子力
発電所

ウラン燃料加工施設 了

一部了
※３

浜岡原子力
発電所

志賀原子力
発電所

福島第二原
子力発電所

柏崎刈羽原
子力発電所

1回目：了
2回目：了
3回目：審査中

了 検査中

審査中

電源開発
(株)

大間原子力発電所 建設中 審査中

審査中 審査中

三菱原子燃料
(株)

ウラン燃料加工施設 了

審査中 未申請

東海第二発電所 BWR 了 了 審査中

未申請

関西電力
(株)

中国電力
(株)

中部電力
(株)

北陸電力
(株)

東京電力
HD（株）

了特重２号

試験研究用等原子炉
施設（常陽）

試験研究用等原子炉施設
（共通施設としての放射性
廃棄物の廃棄施設）

了 審査中

試験研究用等原子炉
施設（NSRR）

試験研究用等原子炉
施設（ＫＵＣＡ）

審査中 審査中 検査中

日本原子力研
究開発機構

（株）グローバ
ル・ニュークリ
ア・フュエル・
ジャパン

検査中

了 審査中 審査中
ウラン燃料加工施設
（熊取事業所）

審査中 未申請 審査中

試験研究用等原子炉
施設（ＨＴＴＲ）

審査中 審査中 審査中

原子燃料工業
（株）

申請者

電源開発
（株）

北海道電力
（株）

東京電力Ｈ
Ｄ（株）

中国電力
（株）

大間原子力発電所

柏崎刈羽原
子力発電所

泊発電所 ３号 特重 審査中



第2章原子力施設等に係る規制の厳正かつ適切な実施(2)
放射線障害防止法に係る規制制度の継続的改善（39P～）

放射線障害防止法関係政令等の整備については、平成30年7月～8月の意見公募手続を経て、平成30
年度第38回原子力規制委員会（平成30年10月31日）に関係政令案、主な規則及び告示を決定し、危険

性の高い放射性同位元素を取り扱う事業者に対し、盗取を防止するための防護措置を義務付けることと
した（関係政令は平成30年11月21日、主な規則及び告示は平成30年11月26日に公布済み）。

また、上記の改正に伴い同年第43回原子力規制委員会（平成30年11月22日）において、特定放射性同
位元素の防護措置の導入に係る規則の解釈を決定した。

上記改正（平成31年9月1日施行）に対応すべく、平成30年12月から平成31年2月末にかけて、特定放
射性同位元素防護管理者等育成プログラムの実施及び対象事業者への周知を行った。

放射線障害防止に係る規制の厳正かつ適切な実施（41P～）

放射線障害防止法に基づき、放射性同位元素の使用をしようとする者からの許可申請の審査及び届出
の受理、許可届出使用者等及び登録認証機関等への立入検査等２６６件を実施した。

平成29年度管理状況報告書によると、全ての許可届出使用者等において、放射線業務従事者の受け
た線量は法令に定める 年間線量限度を下回っており、平成30年度の法令報告事象は7件であった。
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9第2章原子力施設等に係る規制の厳正かつ適切な実施(2)

9

特定放射性同位元素に対する防護措置について



第3章 東京電力福島第一原子力発電所の廃炉に向けた取組の監視等
東京電力福島第一原子力発電所の廃炉に向けた取組の監視（48P～）

原子力規制委員会は、東京電力から提出される実施計画の変更認可申請について厳正な審査を行い、
平成30年度は31件認可した。認可した実施計画の遵守状況について、現地に駐在する原子力運転検
査官による日常的な巡視活動を実施し、保安検査は4回、原子力施設検査官による使用前検査及び溶
接検査を終了したと認めた件数は、それぞれ27件、16件であった。また、施設定期検査を実施するなど、
東京電力の取組を監視している。

平成30年度の東京電力福島第一原子力発電所に係る法令報告事象は0件であった。

中期的リスクの低減目標マップの改定（50P～）

東京電力福島第一原子力発電所の事故分析（55P～）

原子力規制委員会が発足以来行っている事故分析については、OECD/NEA/CSNIの調査研究活動
(ARC-F)の設立を主導し、平成31年1月、12か国(22機関)の参加により当該活動が開始された。

東京電力福島第一原子力発電所事故後のモニタリング（56P～）

「総合モニタリング計画」に基づき、平成30年度も福島県全域の環境一般モニタリング、東京電力福島第
一原子力発電所周辺海域及び東京湾のモニタリング等を実施し、解析結果を公表した。 10

フランジ型タンクの撤去イメージ（出典：東京電力ホールディングス）

廃炉作業の進捗等に応じて見直しを行っている「東京電力福島第一原子力発
電所の中期的リスクの低減目標マップ」について、平成30年度は、大型機器

除染設備の設置、フランジ型タンクに貯留されていた未処理水※の処理完了、
及び既設のサブドレンピットの復旧等による原子炉建屋等への地下水流入抑
制策の実施等を確認したことから、平成31年3月に改定した。
※ 未処理水：多核種除去設備（ALPS）での浄化処理前に、セシウムおよびストロンチウムの濃度を一定程度先行し

て低減した水。



目
的

液体放射性廃棄物が溜まっている
ことにより生ずる漏えいリスクの低減

使用済燃料プールにおいて
顕在化するリスクの除去

廃炉作業の
着実な進捗

【地下水建屋内流入】
〇サブドレン

くみ上げ能力向上
〇サブドレン

処理能力向上
（2019.1）

液体放射性廃棄物
廃炉・

施設内調査※２
分
野

【廃炉作業に係る調査】
●格納容器内及び圧力

容器内の直接的な
状況把握

●原子炉建屋内等の
汚染状況把握

（核種分析等）
●原子炉冷却後の冷

却水の性状把握
（核種分析等）

●原子炉建屋内等での
汚染水の流れ等の
状況把握

使用済燃料プール

【廃炉作業に係る調
査】

●格納容器内の堆積
物のサンプリング
着手

2018

廃炉作業の進捗に伴い発生する
固体放射性廃棄物の飛散・漏えい

リスクの抑制

固体放射性廃棄物

○ALPSスラリー
（HIC）安定化処理設
備の設置

○大型保管庫の
設置

○固体廃棄物
貯蔵庫第9棟
の設置
（2018.2）

東京電力福島第一原子力発電所の中期的リスクの低減目標マップ（2019年3月版）

●放射性物質分析施
設（第1棟）の
設置

○汚染土一時保管施
設の設置

【3号機ＳＦＰ】
○建屋カバー及び使

用済燃料等の取り
出し設備の設置
（2018.2）

○フランジ型タンクの
汚染水
（未処理水※１ ）の
処理（2018.11）

環境線量低減、廃炉作業に伴い発生する放
射性ダストの飛散抑制

環境への負荷低減

汚染水や使用済燃料を内在する
建屋等において顕在化するリスクの除去

○メガフロートの対策

地震・津波

【建屋内の滞留水】
〇放射性物質の量を

半減以下まで
処理（2019.1）

【2011年津波（最大
15.5m）を踏まえた滞
留水流出】

〇開口部の閉塞
（プロセス主建屋）
（2018.9）

2020

○大型機器除染 設
備の設置（2018.5）

【雨水建屋内流入】
〇6ｍ盤法面、 8.5ｍ盤

の フェーシング等

【雨水建屋内流入】
〇3号機タービン

建屋への流入
抑制 【3号機ＳＦＰ】

◎使用済燃料等の取
り出し

【貯蔵液体放射性廃
棄物】

●多核種除去設備処
理水の規制
基準を満足する形
での海洋放出等

【建屋内の滞留水】
◎1～3号機原子炉建

屋を除く滞留水の処
理

◎1, 2号機排気筒の上
部解体

◎除染装置スラッジの
移送

2019

2021

（年度）

〇構内溜まり水等の
除去

〇地下貯水槽の
撤去

○増設焼却設備の
設置

（伐採木・瓦礫類中
の可燃物等）

【排水路の水の放射
性物質】

〇放射性物質の濃度
低下

○2.5ｍ盤の環境

改善

○建屋周辺ガレキの
撤去

【雨水建屋内流入】
〇建屋回りのフェーシ

ング等

※１ 未処理水：多核種除去設備（ALPS）での浄化処理前に、セシウムおよびストロンチ
ウムの濃度を一定程度先行して低減した水。

※２ 廃炉・施設内調査の目標については、実施時期によらず記載。
（注）主要な目標を記載したものであって、全ての目標を記載したものではない。

目標の時間軸上の位置は、概ね完了時期としている。

【建屋内の滞留水】
◎ 1～3号機原子炉

建屋内の滞留水の
全量処理

◎サプレッションチェ
ンバの水位の低下

【凡例】

主なリスク： ◎

主なリスクに準じるもの： 〇

廃炉作業上重要なもの： ●

完了したもの：

実施時期が決まっているもの：

計画から遅れているもの：

実施時期が未確定のもの：

実施するか否かも含め検討が必要なもの：

○除染装置スラッジ安
定化処理設備の設
置

○建屋構造物の
劣化対策

【1号機ＳＦＰ】
◎使用済燃料等の取

り出し

【2号機ＳＦＰ】
◎使用済燃料等の取

り出し

○使用済制御棒等の
取り出し

●放射性物質分析施
設（第2棟）の
設置

○減容処理設備の
設置

（金属・コンクリート）

【雨水建屋内流入】
〇1,2号機廃棄物

処理建屋への
流入抑制

２ ０ １ ９ 年 ３ 月 ６ 日
原 子 力 規 制 委 員 会

【ダスト飛散】

〇1号機オペレーティ
ングフロア
ガレキ撤去時の
ダスト飛散対策の
実施・監視

〇開口部の閉塞
（3号機タービン建屋）

○構内設備等の長期
保守管理計画の策
定

【排水路の水の放射性
物質】

〇タービン建屋雨どい
への浄化材設置

2022
以降

【2011年津波（最大
15.5m）を踏まえた
滞留水流出】

〇開口部の閉塞等（4
号機原子炉建屋、
タービン建屋、1～4
号機廃棄物処理建
屋等）

【雨水建屋内流入】
〇 2.5ｍ盤の フェーシ

ング等（2018.9）

【建屋内の滞留水】
◎ 1～3号機原子炉建

屋内の滞留水の量
を半減以下まで処
理

【2011年津波（最大
15.5m）を踏まえた
滞留水流出】

〇開口部の閉塞等（1
～3号機原子炉建
屋扉）

【建屋内の滞留水】
◎1号機廃棄物処理

建屋の残水処理
◎4号機建屋内の滞

留水の優先処理

【2011年津波（最大
15.5m）を踏まえた
滞留水流出】

〇開口部の閉塞等（2
～3号機原子炉建
屋外部ハッチ）

【1号機ＳＦＰ】
〇ウェルプラグの処置

【建屋内の滞留水】
〇3号機原子炉建屋

内の滞留水の処理
方針決定

【1号機ＳＦＰ】
〇使用済燃料等の取

り出し方針決定

【2号機ＳＦＰ】
〇使用済燃料等の取

り出し方針決定

○固体廃棄物
貯蔵庫第10棟
の設置

●放射性物質の分析体制の強化、能力の向上
方策の検討

○千島海溝津波防潮
堤の設置

【継続的に実施すべき目標】
〇敷地境界での１mSv/年未満の維持
〇労働環境改善の継続
〇高線量下での被ばく低減対策

第3章 東京電力福島第一原子力発電所の廃炉に向けた取組の監視等
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最新の科学的・技術的知見に基づく規制基準の継続的改善（61P～）

平成29年に開催した使用済燃料輸送・貯蔵兼用キャスク貯蔵に関する検討チーム会合の議論等を踏ま
え、平成31年3月、兼用キャスクを用いた発電所サイト内での乾式貯蔵に関する基準の合理化等のため
の規則の改正等を行った。

平成30年11月、気象庁が用いる竜巻の評価指標の変更を踏まえ、竜巻ガイドの改正を行った。

平成29年度に引き続き、炉内等廃棄物の規制基準について検討するとともに、中深度処分に係る規制
基準等に対してALARAの考え方を取り入れ、規制基準等の平成30年8月に骨子案を取りまとめ、事業
者と意見交換を行った。

安全研究の実施等による最新の科学的・技術的知見の蓄積（63P～）

「原子力規制委員会における安全研究の基本方針」に基づき安全研究プロジェクトを推進し、平成30年
度は規制庁職員により15件の論文誌の掲載、12件の国際会議プロシーティングの公表及び25件の学
会発表等を行った。

原子力規制人材の確保及び育成の仕組みの確立（66P～）

審査・検査、原子力防災、安全研究等の業務を中心に職員の公募を行い、実務経験者を15名採用した。

また、将来の原子力規制行政を担う職員の確保のため積極的な採用活動を行い、原子力規制庁独自
の採用試験も有効活用して、25人の新人職員の採用を行った。

職員の人材育成については、新しい検査制度等に的確に対応するために導入した任用資格（基本資
格）を取得するための教育訓練課程を平成30年4月から開始した。

第4章原子力の安全確保に向けた技術・人材の基盤の構築

12



第4章原子力の安全確保に向けた技術・人材の基盤の構築

13

※1 当該年度の4月2日から翌年度の4月1日までに採用した人数
※2 前年度の採用内定から当該年度の4月1日までに採用した人数

平成25年度から平成30年度までの人材確保状況（単位：人）

 平成 25年度 平成 26年度 平成 27年度 平成 28年度 平成 29年度 平成 30年度 合計 
実務経験者※1 32 57 52 44 34 15 234 
新人職員※2 － 33 22 19 19 25 118 

合計 32 90 74 63 53 40 352 
 

研修の様子

原子力規制委員会
2019年採用案内

検査官等育成のためのプラントシミュレー タ



核セキュリティ対策の強化（73P～）

平成30年11月26日からの約2週間にわたり、IPPASフォローアップミッションを受け入れ、IAEAからは

「前回のミッション以降、日本の核セキュリティ体制には顕著な改善がみられる。その体制は、強固で十
分に確立されており、改正核物質防護条約の基本原則に従ったものである。」との見解が示された。

個人の信頼性確認制度については、平成31年3月、試験研究用等原子炉施設及び使用施設等の未実
施施設に対して導入するため、関係規則を改正した。（実用発電用原子炉施設では、平成29年11月から
運用開始）

サイバーセキュリティに関しては、平成30年10月に原子力施設の情報システムに係る妨害破壊行為等
の脅威を決定し、事業者に提示した。

平成30年度の核物質防護検査においては、個人の信頼性確認制度の運用状況やサイバーセキュリティ
対策を含む防護措置等の確認を行った。

保障措置の着実な実施（75P～）

IAEAが実施した平成29年の我が国における保障措置活動に関する報告において、国内のすべての核
物質が平和的活動にとどまっているとの結論を得た。

通常の査察が実施できない福島第一原子力発電所1～3号炉については、平成30年度は、使用済燃料
プールからの燃料集合体の取出しが予定されている3号炉のトレーラーエリアに新たに監視装置を設置
するなど、IAEAとの継続的な協議を通して必要な措置を講じた。

アジア太平洋保障措置ネットワーク会合や国際保障措置シンポジウム（ともに平成30年１１月）等の国際

会議への参加、人材の教育、技術開発支援等を通じて、我が国の保障措置に対する国際的な理解増進
を図るとともに、国際貢献を行った。

第5章核セキュリティ対策の強化及び保障措置の着実な実施
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第5章核セキュリティ対策の強化及び保障措置の着実な実施
内部脅威対策強化の概要

（個人の信頼性確認制度の導入等）

【従来の対策に加え】
●個人の信頼性確認の実施

重要区域への常時立入者
特定核燃料物質の防護に関する秘密を業務上取り扱う者

●防護区域内部への監視装置の設置

ＩＡＥＡ勧告
（INFCIRC 225 rev.5）

対応

【従来】外部脅威対策が中心

【今回】内部脅威者を想定した対策

15

査察活動の様子

封印の例

監視装置の保守管理

保障措置実施体制



放射線防護対策の充実（83P～）

平成30年度は、放射線審議会総会を4回開催し、「東京電力福島

第一原子力発電所事故の教訓を踏まえた緊急時被ばく状況及び
現存被ばく状況における放射線障害防止に係る技術的基準の策定
の考え方について」を取りまとめた。

原子力災害対策としては、平成30年7月25日、原子力災害対策指針を改正し、原子力災害対策の目標
に係る記述について国際的な考え方との整合を図った。

さらに「基幹高度被ばく医療支援センター」を新たに指定することとし、平成31年3月に量子科学技術研
究開発機構を基幹高度被ばく医療支援センターに指定した。

また、「安定ヨウ素剤の配布・服用に当たって」の改正に向けて、安定ヨウ素剤の服用等に関する検討
チーム会合を3回開催し、検討を行った。

安全研究事業では、平成29年度に開始した「放射線安全規制研究戦略的推進事業」を着実に実施した。
得られた成果の一部が放射線審議会総会に報告され、ICRP2007年勧告の国内制度等への取り入れ
の検討等に貢献した。

放射線モニタリングについては、平成30年北海道胆振東部地震による停電等により原子力事故の緊急

時防護措置用等のモニタリングポストに一部不具合が発生したことを踏まえ、道府県の所有するモニタリ
ングポストについて、災害時のモニタリング機能の維持に必要な電源及び通信の多重化等の対応方策
を、2020年度までを目途に実施することとした（防災・減災、国土強靭化のための3か年緊急対策（平成
30年12月14日閣議決定）」。）。

第6章放射線防護対策及び危機管理体制の充実・強化(1)
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第6章放射線防護対策及び危機管理体制の充実・強化(1)

〇空間放射線量測定に係る流れ

データベースサーバ

集計・加工サーバ
データ転送サーバ

放射線監視施設

住民向け表示モニタリングカー等

モニタリングポスト

インターネット上での
公開

17



危機管理体制の充実・強化（93P～）

原子力規制庁は、緊急時対応を円滑に実施するため、平時及び緊急時の職務を明らかにした上で緊急
時対応を実施する職員を指名し、緊急時対応を各職員の業務として明確に位置づけた。併せて、緊急時
対応を業績評価に取り入れ、能力向上のためのPDCAサイクルを回す仕組みを導入した。

また、原子力規制委員会の緊急時対応能力の強化のため、平成30年7月20日に「原子力艦の原子力災

害時等の初動対応マニュアル」を改正したほか、原子力総合防災訓練を始め様々な訓練の実施及び評
価、訓練を通じて得られた課題の抽出及び改善、通信ネットワーク設備・システムの強化に努めた。

このほか原子力事業者の緊急時対応能力の強化のため、平成30年度より核燃料施設等における原子

力事業者防災訓練の評価指標の本運用を開始するなど、原子力事業者防災訓練及び評価の充実を
図った。

自然災害の発生を受け、政府の初動対応として緊急参集チームの協議においても原子力施設への影響
を報告しており、平成30年度は、計４回にわたり対応した。

原子力施設において事故・トラブルが発生した際には、情報発信等の初動対応に万全を期すとともに、
初動対応後には、関係課室間において連携し、事故・トラブルの原因究明、再発防止対策等まで一貫し
て対応した。

第6章放射線防護対策及び危機管理体制の充実・強化(2)
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※ 原子力規制庁からは各訓練において、原子力規制庁緊急時対応
センター（規制庁ERC）におけるプラント班要員、事業者即応セン
ターにおける規制庁ERCからの派遣要員、緊急時対策所への派

遣要員として職員が参加するとともに、一部要員が事業者訓練の
状況を評価している。
（女川、泊、大飯・高浜の訓練においては、規制庁ＥＲＣプラント班
要員に加え、他の機能班要員も参加。）

第6章放射線防護対策及び危機管理体制の充実・強化(2)

19

〇実用発電用原子炉における平成３０年度原子力事業者防災訓練の実績 〇核燃料施設等における平成30年度原子力事業者防災訓練の実績

№ 実施日 事業所

1 平成30年9月25日 日本原子力研究開発機構 原子力科学研究所

2 平成30年10月5日 （国）京都大学 複合原子力科学研究所

3 平成30年10月12日 ニュークリア・デベロップメント（株）

4 平成30年10月16日
日本原子力研究開発機構 核燃料サイクル工学研究
所

5 平成30年10月26日 日本原燃（株） 濃縮・埋設事業所 濃縮事業部

6 平成30年11月8日 日本原燃（株） 濃縮・埋設事業所 埋設事業部

7 平成30年11月16日 （国）東京大学 大学院工学研究科 原子力専攻

8 平成30年11月22日 日本原子力研究開発機構 人形峠環境技術センター

9 平成30年12月7日 日本核燃料開発（株）

10 平成30年12月14日 （株）東芝 原子力技術研究所

11 平成31年1月15日 日本原子力研究開発機構 大洗研究開発センター

12 平成31年1月18日 （公財）核物質管理センター 六ケ所保障措置センター

13 平成31年1月25日 原子燃料工業（株） 熊取事業所

14 平成31年1月29日 日本原燃（株） 再処理事業所

15 平成31年2月1日 三菱原子燃料（株）

16 平成31年2月8日 （公財）核物質管理センター 東海保障措置センター

17 平成31年2月15日 原子燃料工業（株） 東海事業所

18 平成31年2月19日 日本原子力研究開発機構 高速増殖原型炉もんじゅ

19 平成31年2月22日 （株）グローバル・ニュークリア・フュエルジャパン

20 平成31年3月5日 日本原子力研究開発機構 新型転換炉原型炉ふげん

21 平成31年3月18日 （学）近畿大学

№ 実施日 事業所

1 平成30年9月11日 中部電力（株） 浜岡原子力発電所

2 平成30年10月2日
東京電力ホールディン
グス（株）

柏崎刈羽原子力発電所

3 平成30年10月23日 九州電力（株） 川内原子力発電所

4 平成30年10月30日 東北電力（株） 女川原子力発電所

5 平成30年11月6日 中国電力（株） 島根原子力発電所

6 平成30年11月20日 北海道電力（株） 泊発電所

7 平成30年12月4日
東京電力ホールディン
グス（株）

福島第一原子力発電所

8 平成30年12月6日 中部電力（株） 浜岡原子力発電所

9 平成30年12月11日 関西電力（株） 大飯発電所、高浜発電所

10 平成30年12月18日 九州電力（株） 玄海原子力発電所

11 平成30年12月25日 日本原子力発電（株） 敦賀発電所

12 平成31年2月5日
東京電力ホールディン
グス（株）

福島第二原子力発電所

13 平成31年2月18日 関西電力（株） 美浜発電所

14 平成31年2月25日 四国電力（株） 伊方発電所

15 平成31年3月8日 東北電力（株） 東通原子力発電所

16 平成31年3月12日 日本原子力発電（株） 東海発電所、東海第二発電所

17 平成31年3月20日 北陸電力（株） 志賀原子力発電所


